
 

東日本大震災に係る被災地における生活の平常化に向けた 

当面の取組方針（概要・抜粋） 
 

平成２３年５月２０日 

平成 23 年東北地方太平洋沖地震緊急災害対策本部 

  

本格的な復興の取組の段階に至るまでの、当面３か月程度の間に取り組んでいく施策を

取りまとめ。地方自治体や関係者の協力を得て、被災者の生活の平常化に向けて努力する。 

   

１．避難所の生活環境の向上 
  

避難所に避難されている被災者及び在宅被災者の生活環境を改善。特に、著しく厳しい環境となっ

ている避難所を重点的に改善するため、県・市町村を支援。必要な情報の提供と各種相談を実施。 
 

２．居住の支援 
 

応急仮設住宅の建設促進、国家公務員宿舎・公営住宅、民間賃貸住宅の活用等を進め、応急仮設住宅

等への一刻も早い入居を支援。 

８月中旬まで大部分の避難所を解消、応急仮設住宅等への希望者全員の入居を目指す。 
 

３．保健・医療・福祉・教育等のサービスの確保 
 

 医療等のサービスの質・量を確保するため、被災地外からの応援、仮設施設の設置を行いつつ、施設

の復旧を進める。 

 教育活動等の平常化に向け、学校施設等を復旧するとともに、被災児童生徒等への支援を充実。 
 

４．がれき処理 
 

 マイナスの状態から、まっさらな状態（ゼロ）に戻すべく、生活環境に支障が生じ得る災害廃棄物を

本年８月末を目途に概ね撤去。 
 

５．緊急災害防止対策 
 

 梅雨期前まで、台風期までに必要な二次災害対策をそれぞれ実施。 

津波・地盤沈下により湛水した地域の排水や液状化対策を進める。 
 

６．ライフライン、交通網、農地・漁港等の復旧   
 

家屋流出等地域におけるライフライン・交通網等のインフラの早期復旧に向けて、引き続き力を注ぐ

とともに、農地・漁港等の復旧を進める。 

全浸水地域を対象とした被災状況等の調査分析を行い、地元自治体の取組の支援を行う。 
  

７．生活の再建に向けて    
  

復旧事業等による雇用創出、新たな就職に向けた支援、被災企業等の雇用維持の取組に対する支援、

企業の営業再開支援等を行い、地域経済の復興に向けた足掛かりを作る。 
 
 
 

８．被災者対策全般に係る事項（抜粋） 
 

（７）男女共同参画の推進等 
  

・避難所運営や生活の再建に当たっては、男女共同参画の視点に留意し、子ども、女性、高齢

者、障害者等多様な人々のニーズに配慮するとともに、こうした人々の参画を促進する。 




